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第１部 総論編

第１章 計画策定の背景と目的

１ 計画の背景

国や山梨県及び県内各市町村は、これまで少子化対策として保育サービスの充実や保

育施設の整備充実、また、学童保育のための児童館設置、家庭における育児支援や親子

の健康管理などに取り組んできました。しかしながら、合計特殊出生率は昭和 48 年以

降、漸減傾向を続け、平成 18 年の合計特殊出生率は前年よりやや増えたものの 1.32 と

なっています。

これらの背景から政府は、抜本的な少子化対策を図ろうと、平成 15 年 7 月に「次世

代育成支援対策推進法」を制定し、平成 17 年４月から向こう 10 年間、集中的に少子化

対策に関する様々な取り組みを実施することを決め、地方公共団体や一般事業所に至る

まで「次世代育成支援地域行動計画」の策定を義務付けています。

これを受け、旧玉穂町、旧田富町、旧豊富村（以下 旧３町村）では、平成 15 年度に

次世代育成支援に関するニーズ調査を実施し、平成 16 年度にそれぞれ「次世代育成支

援地域行動計画」を策定して、平成 17 年度から推進活動を進めてまいりました。

そして、平成 18 年 2 月 20 日、旧３町村の合併により中央市が誕生し、新市としての

「次世代育成支援地域行動計画」を策定することになりました。
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第１次ベビーブーム

（1947～49年）

最高の出生数　270万人

第２次ベビーブーム

（1971～74年）

最高の出生数　209万人

2005（平成17）年

最低の出生数106万人

最低の合計特殊出生率1.26
1966（昭和41）年

ひのえうま

136万人

2006（平成18）年

出生数109万人

合計特殊出生率1.32

1989（平成元）年

1.57ショック

合計特殊出生率1.57

資料：人口動態統計

注：1947～1972 は沖縄県を含まない
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５ 計画の期間

次世代育成支援対策推進法は 10 年間の時限立法であり、平成 17 年度から５年間を前

期計画、平成 22 年度から５年間を後期計画と分けて、それぞれ計画を定めることにな

っています。

本市では、平成 19 年度から平成 21 年度の３年間を前期計画とし、平成 21 年度に進

捗状況などから事業内容や目標値などの見直しを行い、平成 22 年度から平成 26 年度ま

での後期計画を策定します。

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

前期計画

後期計画
見直し

［ 写真１：畑作業 ］

［ 写真２：公園でお遊戯 ］




